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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期第２四半期
連結累計期間

第48期第２四半期
連結累計期間

第47期

会計期間
自2022年４月１日
至2022年９月30日

自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2022年４月１日
至2023年３月31日

売上高 （百万円） 16,103 17,879 35,073

経常利益 （百万円） 2,093 2,384 4,735

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,414 1,638 3,196

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,408 2,140 3,707

純資産額 （百万円） 39,521 39,299 41,355

総資産額 （百万円） 58,572 60,884 62,498

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 60.86 71.57 137.48

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 66.8 63.7 65.4

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 644 2,686 2,879

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △312 △334 △747

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △528 △4,229 △1,023

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 27,142 27,206 28,399

 

回次
第47期第２四半期
連結会計期間

第48期第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2022年７月１日
至2022年９月30日

自2023年７月１日
至2023年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 31.65 42.11

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間の経済環境につきましては、世界的なインフレ進行や中国経済の減速懸念などによ

り先行き不透明な状況が続いているものの、コロナ禍からの経済活動の正常化が進んでいることから、緩やかな

回復基調で推移いたしました。当社グループの主要なお客さまであるエレクトロニクス製造業、自動車関連・産

業機器製造業におきましては、設備投資全体は底堅く推移し、ＩＴ投資も活発な状態が続いております。

このような中にあって、当第２四半期連結累計期間の売上高は、178億７千９百万円（前年同期比 11.0％増）

となり、すべてのソリューションにおいて売上が大きく伸び、上半期として過去最高となりました。特に、日本

および欧米において、主力の電気設計システム「CR-8000」シリーズやワイヤハーネスの設計システム

「E3.series」の販売が堅調に推移いたしました。

利益面につきましては、開発投資や営業活動の活発化によりコストは増加したものの、売上高が大きく伸びた

ことにより、営業利益19億９千６百万円（前年同期比 5.5％増）、経常利益23億８千４百万円（前年同期比

13.9％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は16億３千８百万円（前年同期比 15.8％増）となり、いずれ

も上半期の過去最高を更新いたしました。

 

報告セグメントの経営成績は、次のとおりであります。

・日本

回路設計ソリューション及びクライアントサービスの売上が順調に推移したことなどにより、売上高は

128億７千１百万円（前年同期比 10.1％増）となりました。営業利益につきましては、売上高の増加などから

16億３千万円（前年同期比 18.0％増）となりました。

・欧州

データ管理システムDSシリーズを中心にＩＴソリューションの売上が増加したことなどから、売上高は39億

５千万円（前年同期比 10.4％増）となりましたが、営業利益につきましては、営業費用の増加などにより

１億７千万円（前年同期比 44.7％減）となりました。

・米国

回路設計ソリューション及びＩＴソリューションの売上が堅調に推移したことなどから、売上高は15億１千

３百万円（前年同期比 12.0％増）となりましたが、営業損益につきましては、研究開発費の増加などから営

業損失９千８百万円（前年同期 営業損失１千万円）となりました。

・アジア

韓国で基板設計ソリューションの売上が増加したことなどから、売上高は９億８千３百万円（前年同期比

33.5％増）となり、営業利益は２億７千４百万円（前年同期比 51.3％増）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ11億９千２百万円減少し、272億６百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、26億８千６百万円（前年同期比 20億４千１百万円増）となりました。こ

れは主に税金等調整前四半期純利益の計上23億８千４百万円（前年同期比 ２億９千１百万円増）や売上債権

の減少16億９千３百万円（前年同期比 ４億６千５百万円増）などの収入要因と、仕入債務の減少３億６千

２百万円（前年同期比 ４億２千３百万円減）や法人税等の支払額10億２千９百万円（前年同期比 16億４千

９百万円減）などの支出要因との差引合計によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、３億３千４百万円（前年同期比 ２千１百万円増）となりました。これは

主に固定資産の取得による支出３億７千３百万円（前年同期比 １億３千５百万円減）などの支出要因と、定

期預金の減少額２千２百万円（前年同期比 １億８千１百万円減）の収入要因との差引合計によるものであり

ます。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）
財務活動の結果使用した資金は、42億２千９百万円（前年同期比 37億円増）となりました。これは主に自

己株式の取得による支出36億１千１百万円と配当金の支払額５億８千１百万円（前年同期比 ９千２百万円

増）などによるものであります。
 
(3) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重

要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は24億３千３百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当第２四半期連結累計期間末における当社グループの資金（現金及び現金同等物）残高は、前連結会計年度末

より11億９千２百万円減少して272億６百万円となりましたが、当社グループの流動性は十分な水準にあると考

えられます。また、財務状態につきましては、流動比率は266.0％、自己資本比率は63.7％であり、健全な財務

状態であると認識しております。

将来の事業活動に必要な運転資金及び設備投資資金につきましては、営業活動により得られた資金及び内部資

金より調達しております。また、資金の運用につきましては、信用リスク、金利等を考慮し、安全性を第一と考

え、元本割れの可能性が極めて低いと思われる金融商品で行っております。

 

(7) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループは、設計・製造の効率化という課題の解決に向けたソリューションビジネスを展開しておりま

す。エレクトロニクス、自動車関連及び産業機器製造業を主要な市場とするほか、ソリューションを拡充し、設

計・製造プロセス全体の最適化を提供していくこと等により、新たな市場、技術領域への取り組みを積極的に展

開し、事業基盤のさらなる拡大を図っております。そのため、各種ソリューションの開発・強化の進捗やその品

質・信用性の向上、エレクトロニクス、自動車関連及び産業機器を中心に製造業における設備投資の動向、さら

には有力企業や関連会社との良好な協業・連携の維持といった要因が経営成績に重要な影響を与えるものと思わ

れます。

 

(8) 今後の見通し

今後の経済環境につきましては、世界的なインフレ進行や中国経済の減速懸念などにより先行き不透明な状況

が続いていくものと思われます。

このような中にあって、当社グループは、お客さまの次世代のモノづくりに貢献する最適なソリューションを

提供し、さらなる企業価値の向上に努めてまいります。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

EDINET提出書類

株式会社図研(E01966)

四半期報告書

 4/20



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 86,525,700

計 86,525,700

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年11月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,267,169 23,267,169
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 23,267,169 23,267,169 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年７月１日～

2023年９月30日
－ 23,267,169 － 10,117,065 － 8,657,753
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(5)【大株主の状況】

  2023年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

金子真人ホールディングス株式会社 東京都大田区田園調布３丁目23－３ 3,240 14.49

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,394 10.70

金子　真人 東京都大田区 2,331 10.42

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT

（常任代理人　香港上海銀行東京支店

　カストディ業務部）

ONE CONGRESS STREET，SUITE 1，

BOSTON， MASSACHUSETTS

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

1,522 6.80

株式会社日本カストディ銀行 東京都中央区晴海１丁目８－12 1,240 5.54

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

日本生命証券管理部内
723 3.23

和田　扶佐夫 神奈川県横浜市青葉区 690 3.08

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY

505103

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

　決済営業部）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

（東京都港区港南２丁目15－１

　品川インターシティＡ棟）

605 2.70

JP MORGAN CHASE BANK 385632

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

　決済営業部）

25 BANK STREET，CANARY WHARF，

LONDON，E14 5JP，UNITED KINGDOM

（東京都港区港南２丁目15－１

　品川インターシティＡ棟）

585 2.61

金子　みね子 東京都大田区 580 2.59

計 － 13,914 62.23

（注）１．上記のほか、当社が所有している自己株式909千株があります。

２．上記信託銀行の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 2,394千株

㈱日本カストディ銀行 1,240千株
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2023年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 909,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,336,300 223,363 －

単元未満株式 普通株式 21,869 － －

発行済株式総数  23,267,169 － －

総株主の議決権  － 223,363 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が900株（議決権の数９個）含まれてお

ります。

 

②【自己株式等】

    2023年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社　図研
横浜市都筑区荏田東

二丁目25番１号
909,000 － 909,000 3.91

計 － 909,000 － 909,000 3.91

（注）当社は、2023年６月19日開催の取締役会において自己株式の取得を決議し、2023年10月16日に取得を終了いたし

ました。なお、2023年10月末日における自己株式数は、単元未満株式の買取りにより取得した株式数を含め

1,017,217株となっております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 28,506,871 27,295,499

受取手形及び売掛金 6,688,912 5,183,881

有価証券 6,700,000 6,700,000

商品及び製品 593,209 740,681

仕掛品 101,238 324,842

原材料及び貯蔵品 1,768 1,605

その他 5,439,189 6,057,412

貸倒引当金 △37,623 △60,319

流動資産合計 47,993,566 46,243,603

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,577,438 2,560,888

土地 3,009,821 3,009,821

その他（純額） 732,346 763,344

有形固定資産合計 6,319,606 6,334,054

無形固定資産   

のれん 147,863 133,603

その他 854,403 850,076

無形固定資産合計 1,002,267 983,680

投資その他の資産 ※ 7,182,731 ※ 7,323,375

固定資産合計 14,504,605 14,641,110

資産合計 62,498,172 60,884,713
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 751,939 653,213

未払法人税等 826,012 424,525

前受金 11,469,101 12,790,215

賞与引当金 1,150,839 1,159,924

その他の引当金 111,544 56,488

その他 2,613,485 2,298,794

流動負債合計 16,922,923 17,383,161

固定負債   

退職給付に係る負債 3,982,222 3,962,084

その他 237,108 239,683

固定負債合計 4,219,330 4,201,768

負債合計 21,142,254 21,584,929

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,117,065 10,117,065

資本剰余金 8,662,477 8,662,477

利益剰余金 20,096,025 21,153,600

自己株式 △19,737 △3,623,748

株主資本合計 38,855,831 36,309,394

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,622,185 1,768,021

為替換算調整勘定 417,293 741,646

退職給付に係る調整累計額 △11,251 △8,611

その他の包括利益累計額合計 2,028,227 2,501,056

非支配株主持分 471,859 489,333

純資産合計 41,355,918 39,299,784

負債純資産合計 62,498,172 60,884,713
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

売上高 16,103,629 17,879,632

売上原価 5,019,356 5,671,721

売上総利益 11,084,272 12,207,911

販売費及び一般管理費 ※ 9,192,223 ※ 10,211,691

営業利益 1,892,049 1,996,219

営業外収益   

受取利息 8,587 24,153

受取配当金 21,278 20,875

為替差益 － 83,133

持分法による投資利益 128,599 191,327

助成金収入 53,850 52,969

その他 18,957 27,417

営業外収益合計 231,272 399,877

営業外費用   

支払利息 1,253 3,379

自己株式取得費用 － 7,206

為替差損 27,756 －

その他 1,098 599

営業外費用合計 30,108 11,184

経常利益 2,093,213 2,384,912

特別利益   

固定資産売却益 5,050 4,416

特別利益合計 5,050 4,416

特別損失   

固定資産処分損 5,169 4,845

特別損失合計 5,169 4,845

税金等調整前四半期純利益 2,093,094 2,384,483

法人税、住民税及び事業税 487,964 630,612

法人税等調整額 154,894 86,372

法人税等合計 642,859 716,984

四半期純利益 1,450,234 1,667,498

非支配株主に帰属する四半期純利益 35,255 28,709

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,414,979 1,638,788
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

四半期純利益 1,450,234 1,667,498

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △225,382 131,184

為替換算調整勘定 193,241 324,353

退職給付に係る調整額 △10,286 2,639

持分法適用会社に対する持分相当額 267 14,650

その他の包括利益合計 △42,159 472,828

四半期包括利益 1,408,075 2,140,326

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,372,819 2,111,617

非支配株主に係る四半期包括利益 35,255 28,709
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,093,094 2,384,483

減価償却費 354,299 407,249

のれん償却額 23,461 25,941

持分法による投資損益（△は益） △128,599 △191,327

売上債権の増減額（△は増加） 1,227,930 1,693,718

棚卸資産の増減額（△は増加） 67,503 △370,505

仕入債務の増減額（△は減少） △785,215 △362,119

未払消費税等の増減額（△は減少） △100,740 △102,708

前受金の増減額（△は減少） 1,320,687 979,605

前払費用の増減額（△は増加） △546,113 △580,402

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 31,422 △72,219

その他 △324,625 △253,570

小計 3,233,104 3,558,146

利息及び配当金の受取額 91,660 160,513

利息の支払額 △1,253 △3,379

法人税等の支払額 △2,678,599 △1,029,112

営業活動によるキャッシュ・フロー 644,911 2,686,168

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） 204,400 22,560

有形固定資産の取得による支出 △301,374 △205,431

無形固定資産の取得による支出 △207,676 △168,342

その他 △8,296 17,172

投資活動によるキャッシュ・フロー △312,947 △334,041

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 － △3,611,217

配当金の支払額 △488,222 △581,213

その他 △40,579 △36,769

財務活動によるキャッシュ・フロー △528,802 △4,229,200

現金及び現金同等物に係る換算差額 438,928 684,628

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 242,091 △1,192,445

現金及び現金同等物の期首残高 26,900,029 28,399,343

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 27,142,120 ※ 27,206,897
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度
（2023年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2023年９月30日）

投資その他の資産 19,127千円 18,984千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は以下のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
　　至 2022年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2023年４月１日
　　至 2023年９月30日）

給料手当 3,088,848千円 3,447,369千円

賞与引当金繰入額 568,122千円 631,558千円

退職給付費用 148,401千円 142,100千円

研究開発費 2,221,481千円 2,433,673千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2022年４月１日
至 2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2023年４月１日
至 2023年９月30日）

現金及び預金勘定 27,253,304千円 27,295,499千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △111,183千円 △88,602千円

現金及び現金同等物 27,142,120千円 27,206,897千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日

定時株主総会
普通株式 488,222 21 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年11月７日

取締役会
普通株式 464,972 20 2022年９月30日 2022年12月２日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 581,213 25 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末後

となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月６日

取締役会
普通株式 558,953 25 2023年９月30日 2023年12月４日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２
 日本 欧州 米国 アジア 計

売上高        

ソリューション 6,459,669 1,574,363 664,113 227,965 8,926,111 － 8,926,111

クライアントサービス 4,595,664 1,480,466 645,690 455,695 7,177,517 － 7,177,517

外部顧客への売上高 11,055,333 3,054,830 1,309,803 683,661 16,103,629 － 16,103,629

セグメント間の内部

売上高又は振替高
637,102 525,315 42,343 53,429 1,258,190 △1,258,190 －

計 11,692,435 3,580,146 1,352,146 737,090 17,361,819 △1,258,190 16,103,629

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
1,381,763 308,535 △10,511 181,478 1,861,265 30,784 1,892,049

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額には、セグメント間取引消去30,784千円が含まれて

おります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２
 日本 欧州 米国 アジア 計

売上高        

ソリューション 6,949,473 1,828,336 841,244 422,171 10,041,225 － 10,041,225

クライアントサービス 5,190,931 1,519,292 622,251 505,931 7,838,407 － 7,838,407

外部顧客への売上高 12,140,405 3,347,629 1,463,495 928,102 17,879,632 － 17,879,632

セグメント間の内部

売上高又は振替高
730,836 603,349 50,441 55,830 1,440,457 △1,440,457 －

計 12,871,241 3,950,978 1,513,937 983,933 19,320,090 △1,440,457 17,879,632

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
1,630,989 170,574 △98,681 274,580 1,977,463 18,755 1,996,219

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額には、セグメント間取引消去18,755千円が含まれて

おります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 60円86銭 71円57銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
1,414,979 1,638,788

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
1,414,979 1,638,788

普通株式の期中平均株式数（株） 23,248,681 22,897,696

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

自己株式の取得

当社は、2023年６月19日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について決議し、以下のとおり実施しております。

 

１．自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上と株主への一層の利益還元のため

 

２．取得に係る事項の内容

(1)取得対象株式の種類

当社普通株式

(2)取得し得る株式の総数

1,100,000株（上限）　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合4.73%）

(3)株式の取得価額の総額

4,000,000千円（上限）

(4)取得期間

2023年６月20日～2024年３月29日

(5)取得方法

東京証券取引所における市場買付

 

３．取得結果

上記市場買付による取得の結果、2023年６月20日から2023年10月16日（約定ベース）までの間に、当社普通

株式998,300株（取得価額3,999,917千円）を取得いたしました。

なお、取得し得る株式の取得価額の総額に達したため、自己株式の取得は終了いたしました。

 

２【その他】

2023年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額……………………558,953千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………25円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2023年12月４日

（注）2023年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年11月８日

株式会社　図研

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

横浜事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙木　修

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 寺出　俊也

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社図研の

2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023年９月30日

まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社図研及び連結子会社の2023年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と

して存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基

準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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